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本研究会の全体像（予定）
回数 アジェンダ

第１回
（6月10日）

開示指針の世界的な動向把握
 IFRS財団による国際的なサステナビリティ基準のための審議会の設置に関連する定款改定案の概要
 EU非財務情報指令改定の概要
 非財務に関する基準設定主体の動向

 非財務基準設定主体の連携とValue Reporting Foundation (VRF)
 CDPを通して見る非財務情報開示の国際動向

第２回
（7月16日）

開示指針の分析
 第1回研究会以降の動向
 第1回研究会の議論を受けて
 「企業価値に関する報告 - 気候関連の財務報告基準のプロトタイプの例示」の検討

第３回
（本日）

開示事例を踏まえた人的資本開示に関する検討
 第2回研究会以降の動向
 第2回研究会の議論について
 人的資本開示に関する課題検討

第４回
（９月下旬）

気候関連の財務報告基準のプロトタイプを踏まえた開示のあり方に関する検討（続き）（Ｐ）
 第3回以降の動向
 第2回の議論を踏まえた、「企業価値に関する報告 - 気候関連の財務報告基準のプロトタイプの例示」の検討

第５回
（10月中旬）

中間報告書のとりまとめ（Ｐ）
 これまでの議論を踏まえた非財務情報の開示のあり方について

※第６回以降も、非財務情報の開示指針に関する世界的な動向を踏まえて、継続的に研究会を開催する。
※上記の他、議題に応じて国内外の有識者からの発表なども状況に応じて実施。



1.第2回研究会以降の動向
2.第2回研究会の議論について
3.人的資本開示に関する課題検討
①議論の背景と論点の構造について
②人的資本開示における最近の動向
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第2回研究会（7/16）以降の動向
 第2回の研究会以降において、非財務情報の開示に関連する主要な動向は以下の通り。

日付 トピック
7/19 FRC、会社法セクション172に基づき、新たに開示が求めてきた「経営者の義務であるステークホルダーへの考慮」の

開示について、好事例を含めた開示分析資料を公表
https://www.frc.org.uk/news/july-2021/frc-lab-publishes-report-on-reporting-on-
stakehold

7/26 IFRS財団、評議員会において、カナダ副首相名義（政府・公的機関・民間機関の連合体の代表）で、ISSB設
置への支持表明および資金支援の提供に関する書簡の受領を公表
https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2021/07/trustees-publish-summary-of-26-
july-2021-meeting/

7/30 IFRS財団、6月に実施を公表していたISSBの議長・副議長の公募を継続して実施する旨を公表
https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2021/07/trustees-seek-nominations-chair-
and-vice-chair-of-proposed-issb/

7/30 FRC、”Future of Corporate Reporting”に対して寄せられたフィードバック・ステートメントとそれを受けた今後の
取組の方向性を公表
https://www.frc.org.uk/news/july-2021/future-of-corporate-reporting-feedback-statement

8/23 CDSB、CDSBフレームワークの補足として水資源関連財務情報を投資家に開示するためのガイダンスを公表
https://www.cdsb.net/natural-capital/1241/guidance-and-online-course-launched-cdsb-
help-companies-disclose-water-related

https://www.frc.org.uk/news/july-2021/frc-lab-publishes-report-on-reporting-on-stakehold
https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2021/07/trustees-publish-summary-of-26-july-2021-meeting/
https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2021/07/trustees-seek-nominations-chair-and-vice-chair-of-proposed-issb/
https://www.frc.org.uk/news/july-2021/future-of-corporate-reporting-feedback-statement
https://www.cdsb.net/natural-capital/1241/guidance-and-online-course-launched-cdsb-help-companies-disclose-water-related
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第2回研究会の議論（気候関連の財務報告基準プロトタイプについて）

 第2回研究会では、「企業価値に関する報告 - 気候関連の財務報告基準プロトタイプ
の例示」に関連して、以下のような御意見をいただいた。

プロトタイプの内容におおむね賛同のご意見

• 「開示の自由度が高い」という前提があれば、今回追加された項目について違和感はない。

• TCFDやCDP等の準備を進めている会社であれば、概ね対応できるのではないか。

• ガバナンス（取締役や委員会の情報）、経営戦略の前期からの変化、気候変動の研究開発投資と活動・新技術の採用などは、
有意義なポイント。

• プロトタイプはIFRSの基本的な考え方（概念フレームワーク）を踏襲しており、今後、財務情報開示・非財務開示の一貫性が確
保されることが見込まれることについて、評価できる。
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第2回研究会の議論（気候関連の財務報告基準プロトタイプについて）

 第2回研究会では、「企業価値に関する報告 - 気候関連の財務報告基準プロトタイプ
の例示」に関連して、以下のような御意見をいただいた。

プロトタイプの内容は賛同だが、懸念・疑問もあるというご意見
• 全てについて網羅的に答える必要があるのか。

• 形式主義に陥るのは問題。戦略などストーリーが評価されなくなる懸念。

• 画一的な開示は企業・投資家双方にとって有益でない。

• プロトタイプの内容はかなり詳細でありアニュアルレポートで全て開示するのは現実的ではない。アニュアルレポートとデータの二層構
造も一案。開示のフォーマットを作っていく必要があるが、その際、マテリアリティ判断に関する検討が必要。

• マテリアリティ分析を各企業が行い、財務的インパクトが小さいのであれば開示のレベルを下げるのが望ましいのではないか。

• 全ての企業に等しく適用する必要はなく、各企業が置かれた立場を踏まえてマテリアリティ等を判断することが必要で、費用対効果
でも重要。企業の自発的な開示を後押しする基準が望ましい

• 基準成立後、各国での適用のプロセスはどうなるのか。

• プライム市場上場企業にはグローバルに通用する基準が必要。それ以外の企業は、企業次第で良いのではないか

• マテリアリティは無視するべきではなく、非上場企業やインパクトの小さい企業にも同じ開示を求めるのは非効率。

• 環境以外の分野についても同じフレームワークで話を進めていくことについて、「E」については応用が効くかもしれないが、人権、労働、
人材開発等「S」の分野については議論の余地がある。
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議論の背景

 企業を取り巻く環境が大きく変化する中で、競争環境の変化に応じた人材戦略を構築
し、企業における人的資本形成のあり方について企業と投資家が対話を進めることの重
要性が高まっている。

 また、ESGの観点から、労働安全や従業員の健康、賃金の公正性、ダイバーシティといっ
た事項について、より高い水準での達成を求める投資家や消費者からの声は高まりを見
せており、ブランド価値やサプライチェーンのリスクマネジメントの観点からも、人的資本関
係の開示の重要性が高まっている。

 その中で、昨年8月、米国証券取引委員会は、上場企業に対して人的資本に関する
情報開示を義務付け。また、欧州では、今年4月に公表された非財務情報開示指令
の改定案に基づき、今後人的資本に関する開示が拡充されていく見込み。

 今後、人的資本の開示に関する国際的な検討が更に進むことが見込まれる一方、人
的資本の論点は非常に幅広く、また、何をどのように開示するかは企業の判断による部
分が大きいのが現状。

 国際的な議論、人的資本に関する情報の特性を踏まえつつ、人的資本の開示のあり方
について検討することが必要ではないか。
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論点の構造：「価値向上」と「リスクマネジメント」

 人的資本に係る開示については、欧州NFRDや米国SECによる制度開示や、IIRC、
SASB、GRIなどの任意開示において、それぞれ項目や指標が設定されているが、育成、
流動性（定着率）、ダイバーシティ、健康・安全、労働慣行等、内容が多岐に渡る。

 人的資本に係る開示のあり方を考える上では、人的資本の価値向上のための取組の開
示を企業価値評価の向上につなげる「価値向上」のための開示と、人的資本にかかる公
平性・公正性確保のための取組を示していくことで投資家からのリスクアセスメントニーズ
に応えていく「リスクマネジメント」のための開示について、その区別を念頭に置きながら議
論することが効果的ではないか。

開示項目の例

育成 流動性 ダイバーシティ 健康・安全 労働慣行
コンプラ
イアンス

/倫理

リーダー
シップ

育成
スキル/
経験

採用 維持
サクセッ
ション

ダイバー
シティ

非差別
育児休

暇
安全

身体的
健康

精神的
健康

エンゲー
ジメント

労働慣
行

児童労
働/強制
労働

賃金の
公正性

福利厚
生

組合と
の関係

論点の構造（イメージ）

「価値向上」の観点
「リスクマネジメント」の観点

 定性情報／定量情報
 独自性／比較可能性

 一貫性
 任意開示／制度開示

議論の視座
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人的資本の開示に関する主な基準・枠組み

（資料）経済産業省委託調査「経営戦略と連動した人材戦略に関する調査」（2021年3月）から作成

 人的資本の開示について、様々な基準設定団体等が基準・枠組みを策定している。

組織名称 概要

制度 欧州委員会（EC） 2014年2月（最終改正）：非財務情報開示指令（※2021年4月に改正案を提示）
人的資本に関しては「社会・従業員」の項目で性差別廃止と機会均等、労働安全衛生等についての開示が推奨される。開示にあ
たっては法的拘束力のないガイドラインがあるほか、SASBやGRI等の既存の基準を活用することも可能。

米国証券取引委員会
（SEC）

2020年8月（最終改正）：Regulation S-K
従業員の数の開示は必須。事業を理解する上で、人的資本に関して更に具体的な情報が重要である場合は、フルタイム・パートタイ
ム・季節・臨時労働者の数、そして離職率の情報等も開示が必要。

任意 IIRC 2021年1月（最終改訂）：IIRCフレームワーク
人的資本を6つの資本(財務資本、製造資本、 知的資本、人的資本、社会・関係資本、自然資本)のうちの一つと位置づけ、企業
の価値創造の源泉及びそのアウトカムの一つであることをフレームワークとして図示。具体的な開示項目の指定はない。

SASB 2018年11月（最終改訂）：SASBスタンダード（※2019年から人的資本に関するプロジェクトを実施）
77の業種毎に具体的な開示項目・指標を設定。業種ごとに「労働慣行」「従業員の安全衛生」「従業員参画・ダイバーシティと包摂
性」の3観点から重要事項について具体的な質問・評価基準を提示。

GRI 2016年10月（最終改訂）：GRIスタンダード
人的資源に関しては、雇用、労使関係など、15の領域に関する開示事項を提示。全ての項目・指標の開示を求めるものではなく、
各報告組織が重要と判断したものについて開示を求める。

WEF 2020年9月：ステークホルダー資本主義測定指標
人的資本に関しては企業の公平性と従業員の待遇を反映するため多様性、賃金格差、安全衛生などの指標開示が推奨される。そ
の他ダイナミック・マテリアリティの考えのもと、自社の事業やステークホルダーにとって重要であると判断されるものについては柔軟に開示
することを推奨

ISO 2018年12月：ISO30414
コンプライアンス・ダイバーシティ等、人材に関して11項目の開示すべき項目を設定
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人的資本の開示に関する主な基準・枠組みの指標比較

 多くの基準等において、人材育成、ダイバーシティ、従業員の安全、従業員の健康に関
する指標が設定されている。

（資料）経済産業省委託調査「経営戦略と連動した人材戦略に関する調査」（2021年3月）から抜粋

基本情報/財務 育成 流動性 ダイバーシティ 健康・安全 労働慣行
コンプ
ライア
ンス/
倫理

従業
員数/
基本
情報

コスト 生産
性

他の
要素と
の結
合

リー
ダー
シップ

育成 スキル
/経験 採用 維持

サク
セッショ
ン

ダイ
バーシ
ティ

非差
別

育児
休暇 安全

身体
的健
康

精神
的健
康

エン
ゲージ
メント

労働
慣行

児童
労働/
強制
労働

賃金
の公
正性

福利
厚生

組合と
の関
係

NFRD ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

SEC ✔ ✔ ✔ ✔

SASB ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

GRI ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

WEF ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

ISO ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔
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Regulation S-Kの改定による人的資本に関する開示規制の導入

 2020年8月、米国証券取引委員会（SEC）はRegulation S-K※を改定し、上場
企業に対して人的資本に関する開示を義務づけた。

 従来からあった従業員数に加え、人的資本に関する説明、企業が経営上重視する人
的資本に関する施策・目的を開示するよう求めているが、具体的な開示項目は規定さ
れていない。

Regulation S-Kの改定内容
• 第101項(c)
(2) Discuss the information specified in paragraphs (c)(2)(i) and (ii) of this 
section with respect to, and to the extent material to an understanding of, 
the registrant's business taken as a whole, except that, if the information is 
material to a particular segment, you should additionally identify that 
segment.

(i) 省略

(ii) A description of the registrant’s human capital resources, including the 
number of persons employed by the registrant, and any human capital 
measures or objectives that the registrant focuses on in managing the 
business (such as, depending on the nature of the registrant’s business and 
workforce, measures or objectives that address the development, 
attraction and retention of personnel).

※Regulation S-Kとは、SECへ提出する年次報告書（Form 10-K）のうち、財務諸表以外の開示について定める規則。

• 企業のビジネスを理解するために重要な範囲で

• 登録者（上場企業等）が雇用する人の数を
含む、登録者の人的資本資源の説明、及び登
録者が事業を経営する上で重視する人的資本
の施策又は目的

• 例えば、登録者の事業および労働力の性質に
応じて、人材の育成、確保、維持に対処する施
策又は目的
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（参考）
Regulation S-Kの改定を受けた人的資本に関する開示の状況

（資料） Intelligize, INC.  “Human Capital Disclosure Report: Learning on the Job”（2021） より、経済産業省作成

 ある調査では、Regulation S-Kの改定後、2020年11月～2021年3月に提出されたForm 
10-K（S&P 500に含まれる427社）を確認した結果、Safety（労働安全）、Health（健
康）、Diversity and Inclusion（多様性と包摂性）等のカテゴリーをもうけ、人的資本に関す
る開示を実施していると分析。

 また、半数以上の企業が改定で例示された項目（人材の育成、確保、維持に対処する施策又
は目的）を開示していると分析。

 一方で、具体的な開示項目が規定されていないことから、開示内容に紐付く指標の開示について
は判断が分かれていると分析。

項目名 開示企業数 補足
Safety 424社 • COVID-19について個別に項目立てしている会社：62社

Health 424社 • Safetyと併せて説明している会社：123社

Compensation 425社 • 人種・性別・民族毎の賃金を開示している会社：16社（※）

Diversity and Inclusion 424社 • 人種・性別・その他特性毎の労働者の内訳を開示している会社：16社（※）

Culture 382社 • 従業員エンゲージメント調査にサーベイを開示している会社：200社超

（※）これらの指標は、雇用機会均等委員会が企業に報告を義務づけている、従業員の人種構成等を報告するレポート（EEO-1）に含まれている。なお、
2020年度はCOVID-19の影響から提出期限の延期を公表している。
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人的資本の開示を充実させるための視点

（資料）Financial Reporting LAB 「Workforce-related corporate reporting  - where to next? -」（2020）より事務局作成

 2020年1月、英国財務報告評議会（FRC）は人的資本に関する報告書を公表し、人的資本
に関連する現行の開示ルールを整理した上で、人的資本の開示を充実させ、投資家との対話を
進めるために必要な視点とそのための開示の内容を解説している。

 解説で示されている開示内容には、人的資本に直接関係する項目の他、事業計画や財務計画
との関連性等も含まれている。

• 人的資本に関連する論点の検討プロセス
（取締役会による人的資本に関する関与や、取締役会による人的資本に関する検討の経営戦略への反映を含む）

• 企業が人的資本と見做している範囲
（全従業員数、デモグラフィクス、サプライチェーンにおける雇用構成（直接／契約／それ以外）を含む）

• 人的資本が組織にどのように価値を生み出すか、また、価値を高める機会
（人的資本モデルのビジネスモデルへの関連性を含む）

• 人的資本に関連するリスクと機会
（どのようにリスク・機会を識別・特定し、事業のどこにリスク・機会が存在するか（変更や安全性の指標を含む））

• 人的資本の積極的参加がどう達成されたかを含む、経営者が望ましい文化をどのように推進しているか
（従業員エンゲージメント、定着率/離職率（予定したもの・望まれないものの両方）、労働環境に適用される価値、その他、企業文化の測
定指標を含む）

• 人的資本をどのように高め、価値を提供できるような動機付けを行っているか
（報酬その他報酬、研修・能力開発、昇進に関する情報を含む）

人的資本について、投資家の理解のために開示が望まれる内容
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アメリカの人的資本開示法制化への動き

（資料）United States Government Publishing Office (GPO), govinfo 「H.R. 3471: Workforce Investment Disclosure Act of 2021」より事務局作成

 2021年6月、アメリカの上場企業に対して人的資本の情報開示を求める法案「Workforce 
Investment Disclosure Act of 2021」が下院を通過。

 法案では具体的な8項目について開示を義務づける内容となっており、各項目の開示基準につい
てはSECが策定するとしている。また、本法律の制定後2年以内に各項目の開示基準が策定でき
なかった場合には、ISO 30414を開示基準として使う旨を明記している。

Workforce Investment Disclosure Act of 2021 で
開示の義務づけが提案されている8項目

(A) Workforce demographic information

(B) Workforce stability information

(C) Workforce composition

(D) Workforce skills and capabilities

(E) Workforce health, safety, and well-being

(F) Workforce compensation and incentives

(G) Workforce recruiting and needs

(H) Workforce engagement and productivity

本法律の制定日から2年後の日付の時点で、SECが1934年証券取
引所法第13条のサブセクションで要求されている規制を公布されてい
ない場合、本法律の第3条にあるように、1934年証券取引所法第
13条(a)もしくは第15条(d)に基づき年次報告書のファイリングが求め
られている発行者は、2年後の日付からSECが要求されている規制を
公布するまでの間、発行者の年次報告書に記載されている開示が
ISO30414の公開開示基準、またがSECからの規制、ガイダンスまた
はその他のコメントによって補足または調整された外部労働力報告の後
継基準（Successor Standards）を満たしている場合、サブセク
ションで要求されている規制に準拠しているものと見做す。
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ISO 30414 Human Capital Reporting Standard の概要
 ISO 30414は、2018年12月に国際標準化機構（ISO）が公表した、人的資本に関する11

の領域と58の指標について定めた、情報開示のガイドラインであり、組織規模、内部向け/外部向
け指標に分類がされている。

 ISOの開示は、人材データとテクノロジー活用による人材マネジメントを前提に構成されており、人
的資本の企業業績への貢献を可視化することを企図。

ISO30414が示す11の領域
• コンプライアンスと倫理
• コスト
• ダイバーシティ
• リーダーシップ
• 企業文化
• 労働安全衛生、安全・ウェルビーイング
• 生産性
• 採用、異動、離職
• スキルと能力
• サクセッションプラン
• 労働力

コンプライアンスと倫理

人的資本の測定基準（指標） 大規模組織 中小組織

内部 外部 内部 外部

苦情の件数及び種類 ✓ ✓ ✓

懲戒処分の件数及び種類 ✓ ✓

コンプライアンス及び倫理研修を修了し
た従業員の割合

✓ ✓ ✓ ✓

外部に付託された紛争 ✓ ✓

これから生じる外部の監査結果及び処
置の件数、種類、情報源

✓ ✓



1.第2回研究会以降の動向
2.第2回研究会の議論を受けて
3.人的資本開示に関する課題検討
①議論の背景と論点の構造について
②人的資本開示における最近の動向
③人的資本の開示事例

4.本日ご議論いただきたい事項
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【Form 10-K】 Intel

 Form 10-K、年次報告書ではIIRCの資本区分に基づき、人的資本の戦略・価値、お
よび主要なトピックごとの取り組みを記載するにとどめている。

 一方で、任意開示書類にあたる「Corporate Responsibility Report」では、2030
年に向けた長期戦略に紐づける形で、人的資本に関する戦略や取り組みの詳細を説
明している。

Annual Report
（取引所規則に
基づく提出書類）

10-K
（証券取引法に
基づく提出書類）

Corporate  
Responsibility 

Report
（任意）

• “Our Capital”のセクションで、IIRCに照らした資本区分として「人的資本」の
戦略・価値の概略を説明

• “Human Capital”のセクションで、一体性（Inclusion）、報酬・賃金
（Compensation and Benefits）、人材育成（Growth and 
Development）、健康衛生（Health, Safety and Wellness）の各カ
テゴリーの概要を説明

• 一体性のセクションで従業員の男女比、URM比を説明

• “Corporate Responsibility and Our 2030 RISE Strategy”として、
Inclusionを含む4つのカテゴリーにつき2030年の目標と2020年の現在地を
説明。

• “Our People and Culture”のセクションで、報酬・賃金
（Compensation and Benefits）、人材育成（Growth and 
Development）に関する詳細情報の他、従業員エンゲージメント調査の結
果（一部）を説明

• 健康衛生（Health, Safety and Wellness）については独立したトピック
で説明

• 一体性（Inclusion）2030年目標値と絡めた詳細な説明を実施
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【Form 10-K】 The Coca-Cola Company

 Form 10-Kでは従業員等、社内の活動に焦点を当てた内容が多いのに対し、
Annual Reportでは従業員向け研修等については記載せず、人権や地域社会への貢
献等に関する説明が多い。

Annual Report
（取引所規則に
基づく提出書類）

10-K
（証券取引法に
基づく提出書類）

Item1. Businessのうち、「人的資本マネジ
メント」セクションにおいて、以下の概要を定性
的に記載
• 従業員
• ダイバーシティ・公平性・インクルージョン
• 報酬・福利厚生
• リーダーシップ・研修・開発
• Covid-19対応

“People & Communities”セクションにおい
て、以下の概要を文章・写真を用いて記載
• 人権
• 女性の活躍支援
• フィリピンのマイクロビジネス支援
• 従業員の安全と健康
• 多様性・公平性・包摂性
• 人種間の公平性の促進
• 地域社会への還元

定量指標
• 従業員数（世界/米国、2019年/2020年）
• 国内従業員における女性比率
• 国内従業員における有色人種比率
• 労働協約の対象人数（北米）

定量指標
• 従業員数
• 人権方針とサプライヤー行動指針の遵守率（自社施

設/サプライヤー/ボトラー）
• 女性の経済的エンパワーメント人数（国別）
• 休業労働災害度数率
• 男女比率（職層別・世界）
• 有色人種比率（階層別・米国）
• 人種別比率（米国）

 その他、巻末に各種データを表形式・時系列で掲載
 GRI、SASB、TCFD等を利用

（資料）The Coca-Cola Company, Annual Report Pursuant to Section 13 or 15(d) of the Securities Exchange Act of 1934 (For the fiscal year ended Dec. 31, 2020)
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【Form 10-K】 The Coca-Cola Company

 2021年、人的資本に関する記載が大幅に記載。従業員数だけでなく、ダイバーシティ
＆インクルージョン、報酬、人材育成、健康等についての記載が追加された。

Form 10-K（2020年） Form 10-K（2021年）

「従業員」セクションに、従業員数（前年比）、労働協約の
対象者数等について記載。

「人的資本マネジメント」セクションに、以下の概要を記載。
• 従業員
• ダイバーシティ・公平性・インクルージョン
• 報酬・福利厚生
• リーダーシップ・研修・開発
• Covid-19対応

（資料）
• The Coca-Cola Company, Annual Report Pursuant to Section 13 or 15(d) of 

the Securities Exchange Act of 1934 (For the fiscal year ended Dec. 31, 2019)
• The Coca-Cola Company, Annual Report Pursuant to Section 13 or 15(d) of 

the Securities Exchange Act of 1934 (For the fiscal year ended Dec. 31, 2020)
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（参考）【Form 10-K】 The Coca-Cola Company

• 取締役会に人材・報酬委員会を設置し、人材・リー
ダーシップ・文化（多様性＆包摂性を含む）に関す
る方針と戦略を監督。

• また、上級管理職に適用される報酬方針の評価と
承認を実施。

• さらに、取締役会の経営開発委員会では、役員のサ
クセッションプランと人材開発を監督。

• 研修・学習プログラムについて説明
1. Coca-Cola Digital Classroom: 教室、スタジオ、

オンラインの3つの要素を備えたスペース
2. LinkedIn Learning: 16,000以上の専門家による

コースを提供するオンライン学習プラットフォーム
3. Opportunity Marketplace: プロジェクトの機会

と関心を持つ従業員を結びつけるためのテクノロ
ジー・ソリューション

4. Emerging Stronger Coaching Program: 
リーダーシップ開発をサポートするバーチャル・コーチン
グ・アプリケーション

Human Capital Management

Our people and culture agendas are critical business priorities. Our Board of Directors, 
through the Talent and Compensation Committee, provides oversight of the Company's 
policies and strategies relating to talent, leadership and culture, including diversity and 
inclusion, as well as the Company's compensation philosophy and programs. 

The Talent and Compensation Committee also evaluates and approves the Company's 
compensation plans, policies and programs applicable to our senior executives. In 
addition, the Management Development Committee of our Board of Directors oversees 
succession planning and talent development for our senior executives.

Leadership, Training and Development
We focus on investing in inspirational leadership, learning opportunities and 
capabilities to equip our global workforce with the skills they need while improving 
engagement and retention. We provide a range of formal and informal learning 
programs, which are designed to help our employees continuously grow and 
strengthen their skills throughout their careers. We offer a variety of programs that 
contribute to our leadership, training and development goals, including:
1. Coca-Cola U Digital Classroom, a hybrid space, equal parts classroom, studio, 

and online experience that combines the engaged learning environment of a 
traditional classroom with the flexibility, efficiency and scalability of digital delivery; 

2. LinkedIn Learning, an online learning platform that provides relevant content of 
more than 16,000 expert-led courses;

3. Opportunity Marketplace, a people-centered technology solution that helps 
connect project opportunities to interested employees who have the capacity, skills 
and interest in short-term experiences and assignments; and

4. Emerging Stronger Coaching Program, a customized virtual coaching application 
that offers access to professional development coaches to support leadership 
development.

（資料）The Coca-Cola Company, Annual Report Pursuant to Section 13 or 15(d) of the Securities Exchange Act of 1934 (For the fiscal year ended Dec. 31, 2020)



24

【人材育成】 Adidas
• 従業員が長所を伸ばし、専門的スキルを向上させることがで

きるよう、様々なエントリーレベルのプログラムを提供

• Apprenticeship Program: 学校を卒業後、直接入社を
希望する生徒に対し、2～3年のプログラムでビジネス経験を
積む機会を提供。（2020年末、49名の実習生を採用）

• Dual Study Program: 様々な大学との協力の下、学部
卒業生に対し、3～6ヶ月の海外ローテーションを含む、アディ
ダスでの理論的・実践的な経験を提供。（2020年末、38
名の学生を採用）

• Integration Program: プログラムの一環として、障がいを
持つ学生など、多様な未来の人材を採用。

• Global Trainee Program: 18-24ヶ月のプログラム。国
際的な背景と優れた教育実績を有する学部卒業生に対し
てアディダスで機能的なキャリアをスタートする機会を提供。
（2020年末、38名を採用）

• インターンシップ: 学生に3～6ヶ月の業務経験を提供。
2020年、114名のインターンを採用。

（資料）Adidas “Annual Report 2020”（2021年3月）

• 上記のほか、リーダー育成のためのプログラムについても別途
詳細に記載。
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【人材育成】 Danone

【従業員のスキル開発】
① デジタル学習プラットフォーム「Campus X」の展開

• 全ての従業員にアクセスを提供するという目標に沿って、2020年には
さらに15,000人の従業員にアクセスを拡大。

• 本社スタッフのオンライン学習時間は86,000時間に達した（2019
年の10倍）。

② One Planet. One Healthプラットフォームのコンテンツの開発
• 2020年、46,000人以上の従業員が「サステナブルな食生活」プ

ログラムを修了。
• 責任ある行動に関する研修コースを義務化。

③ 研修、情報共有、ネットワーキング・セッション、会議を組み合わせた、
Learning Weeks等の学習イベントの実施。

④ 本社および生産現場に展開されている、やってみることで学ぶ「One
Learning a Day」プログラムの実施。

KPIとして、以下を記載
• 1つ以上のトレーニングコースを受講

した正社員の数
• 総研修時間数
• 研修を受けた従業員の割合
• 一人当たり平均研修時間

（資料）Danone “Universal Registration Document – Annual Financial Report 2020”
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【人材育成】 Danone

パフォーマンス・レビューと成長に関する対話
• モビリティ・プログラムを含め、従業員のキャリア管理とプロフェショナルな

将来の構築を支援。
• 2020年、76%の事業体が少なくとも2年に1度各従業員と成長に

関する対話を持つことを計画。これは、仕事に関するフィードバックを得
て、個々の成長プランを作り、将来の成長機会を可視化するもの。

• 主要機能のコンピテンシーの継承にも努めている。2020年、86%の
事業体が自社の活動に特化した希少なコンピテンシーの継承の必要
性を予測。主要機能のサクセッションプランの公式化に反映。

モビリティ
• 従業員が、自国または海外で、自分の希望や能力、および会社の

ニーズに合致したキャリア・トラックを構築する機会を提供。
• BNPパリバ、ENGIEと協力し、ポジティブ・インパクトのある社内起業

制度を促進・開発。これにより、社会的・環境的な期待に応えるビジ
ネス・ソリューションの開発において、従業員のエンゲージメントを奨励。

【キャリア開発】
ジョブ・モビリティの機会を確保することで、すべての社員の包括的な才能・キャリア開発を促進するよう努めている。

（資料）Danone “Universal Registration Document – Annual Financial Report 2020”
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【人材育成】 HSBC

（資料）HSBC Holdings plc “Annual Report and Accounts 2020”（2021年2月）

• COVID-19の感染拡大を受け、
バーチャル学習へ移行

• 2020年、520万時間、2.9時間/
人の研修を実施

• 新卒向けプログラムについても、全て
オンラインで実施（650名）

【自己啓発支援】
• HSBC University: オンライン総

合学習システム
• My HSBC Career portal: キャリ

ア開発リソース等を提供。2020年、
10万人以上の従業員が利用。

• グローバルなメンタリング・システム: 
メンター/メンティーとのマッチングシス
テム。2020年末時点で、58の国・
地域に6800人超のメンター/メン
ティーが在籍。

【学びとフィードバックの文化】
• 従業員が職場で期待される能力の

変化に対応できるよう、”Future 
Skills”プログラムを開発。

• 従業員に必要な将来のスキルと思
われる9つの行動を特定し、これらを
成長させるためのカリキュラムを構築。

• 現在、1,000人以上の従業員が
Future Skills Influencersとして、
企業やチームの学習への投資を支
援。

• 2020年11月には、1週間にわた
る”My Skills フェスティバル”を開催。
バーチャルイベント等を通じて、将来
のスキルを探求できるようにした。
45,000人以上の登録があり、予
想を上回る需要があった。
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【人材育成】 GlaxoSmithKline

• 全ての従業員は、育成プランについて上司と話し合う機会を持つ。
• 2020年、93,718名の従業員が社内ポータルから研修リソース

にアクセス。また、バーチャルの”First Line Leader研修プログラ
ム”を再設計した。

• マネージャーのフィードバックツール”One80”を更新。
• 全てのマネージャーは、自己評価とチームアンケートを含むプロセス

を実施するよう求められる。2020年、9,892人のマネージャーが
One80に参加し、60,386人の従業員がフィードバックを提供。

• 1~5の評価で、マネージャーはチームから平均4.3の評価を受け
た。

• キャリアをスタートする段階での人材の採用と育成に力を入れてお
り、現在、大学院とMBAプログラムに677名、11カ国の実習制
度に447名が在籍。

（資料）GlaxoSmithKline ”Annual Report 2020”（2021年3月）
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【ダイバーシティ＆インクルージョン】 HSBC

（資料）HSBC Holdings plc “Annual Report and Accounts 2020” （2021年2月）

• 様々な区分でのジェンダー・バランスを記載
 全従業員（男性48％、女性52％）
 シニア・リーダー（男性70％、女性30％）

• ジェンダー・ペイギャップとその背景を記載。
• 2020年、英国全体の男女賃金格差の中央値

は48％、ボーナス格差の中央値は57.9％だった。
• 賃金格差は、英国の労働力の形態に起因してい

る。上級職や給与の高い役職には男性よりも女
性の方が多い。また、より一般職には女性の方が
多く、その多くがパートタイムである。

• また今回初めて、エスニシティ・ペイギャップを公表。
英国全体のエスニシティ・ペイギャップの中央値は-
5.6%、ボーナスギャップの中央値は0.8％だった。

• 上級職や給与の高い役職に就く少数民族の従
業員の割合は相対的に低く、そのビジネスや役割
が格差に影響している。
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【ダイバーシティ＆インクルージョン】 HSBC

（資料）HSBC Holdings plc “Annual Report and Accounts 2020” （2021年2月）

Beyond gender
• ダイバーシティへのグローバルな取組は、ジェンダーだけ

にとどまらず、民族、障がい、LGBT+のインクルージョ
ンを含む。

• 2020年、従業員の民族性の多様化を目的としたグ
ローバル・エスニシティ・インクルージョン・プログラムを開
始。

• 障がいのある従業員のための職場調整に関するグ
ローバルアプローチを開発。また、”PurpleLightUp”
のスポンサー活動を通じ、障がい者インクルージョンに
関する意識向上を図った。

• Stonewallが選ぶ、LGBT+インクルージョンのための
グローバル企業17社の1つとして選ばれた。

Enhancing data
• ダイバーシティ＆インクルージョン戦略の成功を測定す

るためには、より良いダイバーシティデータを収集するこ
とが不可欠。

• データ収集における民族のカテゴリーを更新や、自己
申告を促進するためのキャンペーンを実施。

• 2021年には、より多くの従業員が自分の民族性デー
タを会社と共有できるようにするとともに、自己申告促
進キャンペーンを実施予定。
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【ダイバーシティ＆インクルージョン】 Danone

（資料）Danone “Universal Registration Document – Annual Financial Report 2020”

• 以下の指標について、2020年までの目標と2020年の
状況を記載
 インクルーシブな行動の促進（従業員調査による

指標）
 ジェンダーの平等
 文化と国籍

• 2017年、2020年までに役員の30％を女性とすること、
及び30％を代表性の低い国籍（under-
represented nationalities）の者とすることを公表。

• 2020年、女性は30％、代表制の低い国籍者は32％
となった。（それぞれ、2016年には17％と20％）

• 2020年、全体の10.3％の責任ある役職のうち、50％
が女性だった。

• 全ての国において、女性と男性の賃金のギャップはプラス
マイナス3ポイントとすることを目標としており、2020年の
女性/男性比率は全世界で96.8となっている。
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【ダイバーシティ＆インクルージョン】 Danone

（資料）Danone “Universal Registration Document – Annual Financial Report 2020”

• グローバル育児支援ポリシーのベースとなる主要三要素：
• 産前サポート（妊娠中の労働条件の変更や栄養相談等）
• 男女ともに対する育児休暇の延長（実親：18週間、法的な養

父母：14週間、二次養育者：10日間）
• 産後サポート（雇用保護措置、復職支援、柔軟な条件、50人

以上の女性を有する全事業所における授乳室の設置による母乳
育児サポート等）

• 2020年、北米ダノンでは育児支援ポリシーを全従業員に拡大し、最
大18週の有給休暇の取得できるようにした。

• ダノンは、2020年までに、事業を展開している全ての国で育児支援
ポリシーを導入することを目標としていたところ、2020年末には49カ
国、約8万人の従業員へ導入できた。2021年は、残りの国でも目標
達成に向けたアクションプランを展開する予定。

• ダノンは、あらゆる形態の多様性を表現する包括的な職場環境の育
成に取り組んでいる。当社の目的は、消費者にとって文化的に適切
なソリューションを開発するため、従業員の個人的な充足感と効率的
なチームワークの両方を促進する職場環境を作ること。

• ダノンは、インクルーシブ・ダイバーシティ戦略の下、消費者を変化の担
い手とするためにブランドの活用を目指している。

• メキシコでは、水ブランド「Bonafont」が、ジェンダー平等をブランドコ
ミットメントの中心に据え、積極的な姿勢でこの目標の推進に取り組
んでいる。過去2年間、BonafontはUN Womenと協力し、女性起
業家のためのプログラムを立ち上げたほか、限定ボトルを作成し、収益
をチャリティーへ寄付している。
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【安全】 GlaxoSmithKline

（資料）GlaxoSmithKline ”Annual Report 2020”（2021年3月）

• 報告義務のある傷病率（reportable injury 
and illness rate）は、労働時間10万時間当
たり0.22（2019年）から、0.17（2020年）
に低下。

• パンデミックの影響で、拠点で活動する従業員の
数が減少したことが傷病率の低下に寄与。

• 安全プログラムを施していたものの、不幸にも2名
の従業員が死亡。1名はカナダの製造現場、1名
はインドでの交通事故。

• ベルギーでは、当社が直接監督していない建設
作業員の死亡事故が発生。

• 各事故の原因について広範な調査を実施すると
ともに、安全改善計画を策定。

• 約2万人の従業員が業務で運転を行うため、ドラ
イバー安全プログラムを実施。60カ国以上から
15,000人以上が本プログラムに登録。
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【安全】 Danone
【労働安全衛生プログラム- WISE】
• 2020年までの目標：死亡事故ゼロ、治療休暇を

必要とする労働災害を2014年比で50％減
• 適用範囲：事故の種類のモニタリング：ダノンの事

業所で働く全ての従業員
• “WISE”は、以下2つのアプローチにより、労働災

害の継続的な削減を目指すプログラム。
• 全事業所での労働安全衛生文化の促進
• 最も重要なリスク状況に対する基準の遵守

【アクションプラン】
• リスク評価は、各拠点が責任を持って行う。
• ダノンは、参加型システムを通じて、リスクや事故を

特定し、報告することを従業員に奨励している。
• 毎年、ダノンの事業所等の約50％が安全と基準

遵守の両方をカバーするWISE監査を受けている。
（2020年は、COVID-19の影響により、当初予
定していた監査の5％のみ実施）

• WISEアクションプランには、労働条件の管理が含
まれており、特に人間工学的なリスクの評価、反復
運動や姿勢に関するトレーニングの提供、ワークス
テーションの設定などの取組が行われている。

• また、コンビニエンスストアの流通において、労働時
間の短縮や従業員の離職率の低下などの対策を
実施。職場での病気の発生率・欠勤率は地域レ
ベルでモニター。
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【安全】 Danone

• 死亡事故
• 1日以上の休業を伴う事故
• 病休を伴う労働災害の発生率
（全て報告組織別、2019年、2020年）

• 病休を伴わない労働災害の発生率
• 深刻度（労働時間1000時間当たりの

病休を伴う労働災害による休業日数）
（ともに2019年、2020年）
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【健康】 GlaxoSmithKline

• 2020年、従業員のCOVID-19感染例と回復状況につい
て毎日モニタリングを実施。

• 職場復帰のための最低基準を策定し、防護服の着用、検
査、体温スクリーニングについて明確な期待を示すことにより、
より多くの従業員が現場に復帰できるようにした。

• 在宅勤務の従業員に対しては、人間工学に基づくアドバイ
スと機器、及びリモートワークに関するオンライン研修を提供
するとともに、従業員とその扶養家族に対する十分なサポー
トの確保を継続。

• メンタルヘルス研修は全従業員が受講可能で、2020年に
は10,897名のマネジャーが受講。

• 2020年、22,000名以上の従業員がオンライン研修開発
プラットフォームを通じて、エネルギーとレジリエンスのプログラ
ムを修了。また、12,060名がCOVID-19に焦点を当てた
レジリエンス・ウェビナーに参加し、18,688名がバーチャル・
マインドフルネス・セッションに参加した。

• さらに、25カ国において、個人向けのデジタル・ヘルス・プラッ
トフォームを導入。これには、セルフサポートのためのメンタル
ヘルス・アプリの購読が含まれている。

• このプラットフォームを通じて組織内のストレスを測定し、必
要に応じてメンタルヘルス支援を実施。
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【エンゲージメント調査】 Marks and Spencer

（資料）Marks and Spencer Group plc, Annual Report & Financial Statements & Notice of Annual General Meeting 2021

• 毎月、従業員調査を実施
• 年間を通じてのエンゲージメントスコアは82％
• 91％の従業員がM&Sで働くことを誇りに感じている



38

【エンゲージメント調査】 Danone

• 2020年のDanone People Surveyにおいて測定された従業員エンゲージメント
率（ダノンを良い職場として推薦する従業員の割合）は 91%。

• これは、日用消費財セクターと比較して11ポイント高い。
• 女性の管理職、包括的な才能開発、育児ポリシーなどの、インクルーシブ・ダイバー

シティにおいても進捗がみられた。

※会長・CEOの報酬制度に従業員エンゲージメントの指標を組み込んでいる。

（資料）Danone “Universal Registration Document – Annual Financial Report 2020”
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【エンゲージメント調査】 Adidas

• アディダスでの経験に対する従業員の満足度を測定
する”People Pulse”を定期的に実施。

• 「0-10のうち、アディダスを働く場所としてどの程度推
薦するか」等の全7問の質問に基づいてスコアを算出。
また、オープンコメントを定期的に収集。

• 2019年調査と比較して、好意的な評価が増加。
• 詳細な結果は、取締役会及びチームに15人以上の

メンバーがいるリーダーへ提供。従業員は会社全体の
結果をイントラネットから閲覧可能。

（資料）Adidas “Annual Report 2020”（2021年3月）
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【エンゲージメント調査】 HSBC

（資料）HSBC Holdings plc “Annual Report and Accounts 2020” （2021年2月）

• ６ヶ月に一度、従業員調査（Snapshot 
survey）を実施。

• 2020年の調査の回答率は、7月が62％、12
月が56％。（2019年は52％と56％）

• 回答者の78％が、間違っていると思われる行動
を見たときに、声を上げることができると回答。他
方、声を上げれば適切な措置が取られると確信
している人は66％だった。

• 2020年は、新たな方法で従業員の声を収集。
• 6月には、バーチャル・フォーカス・グループを実施。

850人の従業員が、コロナ禍の仕事様子及び
今後の仕事のあり方について議論。

• 10月には、49カ国の従業員がオンラインでライ
ブチャットを行う”employee-jam”を開催。72
時間にわたって行われ、仕事の未来や我々の
価値観などについて9,500以上の投稿があった。

• 2月には、新しいパーパスとバリューを従業員へ
発表。

• バリューに関するコンサルテーションでは、90％の
従業員が「HSBCの新しいバリューと、それを
日々の仕事にどのように組み込んでいくか」を明
確に理解していると回答。
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【エンゲージメント調査】 HSBC

（資料）HSBC Holdings plc “Annual Report and Accounts 2020” （2021年2月）

指標 質問

従業員
エンゲージメント

• この会社で働くことを誇りに思う
• この会社では自分が評価されていると感じる
• この会社を素晴らしい職場として推薦する

従業員フォーカス • 仕事に行くのが楽しみである
• 自分の仕事は、個人的な達成感を与えてくれる
• 自分の仕事はやりがいがあり、面白い

戦略 • この会社の戦略的目標を明確に理解している
• この会社の戦略のポジティブ・インパクトを感じている
• この会社の将来に自信を持っている

チェンジ・
リーダーシップ

• 自分のエリアのリーダーは、積極的に模範を示している
• 自分のライン・マネージャーは、重要な変更の背景にある理

由についてうまく伝えている
• 自分のエリアのシニア・リーダーは、ビジネスの変更について率

直で正直なコミュニケーションをとっている

意見を述べる • 会社は、従業員が声を上げることを真摯に奨励している
• 間違っていると思われる行動を目にした時、声を上げること

ができると感じる
• 職場では、否定的な結果を恐れることなく、自分の意思を

述べることができる

信頼 • 直属の上司を信頼している
• 自分のエリアのシニア・リーダーシップを信頼している
• 職場では、人々は公平に扱われている

 各指標のスコア、前年比、ベンチマーク（グローバル金融機関グループ）比
を記載。
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【エンゲージメント調査】 GlaxoSmithKline

（資料）GlaxoSmithKline ”Annual Report 2020”（2021年3月）

• 毎年、従業員調査を実施。2020年5月の調査では、過去最高の回
答率（85％）となり、従業員エンゲージメントも過去最高の84％が
報告された（2019年比6％増）。

• 全てのイノベーションスコアで改善が見られ（平均5％増）、パフォーマ
ンススコアは全ての質問で最も大きな改善が見られた（平均7％）。

• 従業員の信頼に関するスコアも改善（平均4％増）。
• 89％がGSKで働くことを誇りに思うと回答（2019年比5％増）
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【経営戦略と人的資本開示の接合】 SAP（1/2）
 統合報告書の各セクションの内容に対応する形で、人的資本に関する情報を記載。

 前段の経営報告書において人的資本に関する全体像（戦略・ガバナンス・KPI等）を示した上で、
後段のESGセクションにおいて人的資本と財務のコネクティビティを説明するとともに、追加情報とし
てKPIの過年度情報を開示。

To Our Stakeholders
（利害関係者向けメッセージ）

Further Information on Economics, 
Environment, and Social Performance

（ESGに関する詳細情報）

Additional Information
（追加情報）

SAP Integrated Report

Employee and Social Investment
（人的資本に関する戦略・投資）

Connectivity of Financial and 
Non-Financial Indicators

（財務情報と非財務指標の接合性）

Five-year summary
（過去5年の実績値一覧）

人的資本に関連する主な記載

Combined Management Report
（統合経営報告書）

Consolidated Financial Statements IFRS
（連結財務諸表（IFRS)）
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【経営戦略と人的資本開示の接合】 SAP （2/2）
 統合報告書の各セクションの内容に対応する形で、人的資本に関する情報を記載。

 前段の経営報告書において人的資本に関する全体像（戦略・ガバナンス・KPI等）を示した上で、
後段のESGセクションにおいて人的資本と財務のコネクティビティを説明するとともに、追加情報とし
てKPIの過年度情報を開示。

Combined Management Report
（統合経営報告書）

Further Information on Economics, 
Environment, and Social Performance

（ESGに関する詳細情報）

Additional Information
（追加情報）

• 人材戦略の全体像、ガバナンス、主要なKPI、人的資本
のリスクを説明

• 人材戦略の詳細について、7つのカテゴリー毎に概要と関
連するKPIを説明。

• 人材戦略で説明した主要なKPI（非財務指標）と財務
指標の関係性を定量的・定性的に説明（後述）

• 定量的な説明には、2018年に自社で検証した非財務
指標1％の変動が営業利益（Operating Profit）に
与えるインパクトも含めている。

• 主要なKPI（非財務指標）については、個別に算定方
法を注記している。

• 人材戦略で説明した主要なKPI（非財務指標）につい
て、過去5年間の実績値を明示。

以下の4項目を参照
 Employee Engagement Index
 Business Health Culture Index
 Retention Rate
 Women in Management

以下の5項目を参照
 Leadership Trust
 Employee Engagement Index
 Business Health Culture Index
 Retention Rate
 Women in Management

Employee and Social Investment
（人的資本に関する戦略・投資）

Connectivity of Financial and 
Non-Financial Indicators

（財務情報と非財務指標の接合性）

Five-year summary
（過去5年の実績値一覧）

人的資本に関連する主な記載
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【財務指標と非財務指標の接合】 SAP（1/2）
 非財務指標と財務指標の相関性の説明については、自社による検証結果の他、外部の調査機

関が公表しているレポートを用いて説明を行っている。

 一方、レポートのないエリアは、自社の見解を述べている。

Employee Engagement > Profitability
From 2014 to 2018, we used real data from SAP to analyze and proof the financial impact of employee engagement. We showed what a 
change by 1pp of employee engagement would mean for SAP’s operating profit.

Profitability > Employee Engagement
In our view, a high operating profit, as great business news, can raise employee morale, encourage identification with our purpose, and 
thus drive employee engagement. On the other hand, we believe that a high profit can also have a negative impact on employee 
engagement. For example, if cost savings and budget cuts are implemented to reach an ambitious profit target, employees might feel 
constrained and dissatisfied.

例：従業員エンゲージメントと収益性の説明

→自社のデータから相関性を検証している旨を説明

→”In our view“と前置きした上で、収益性の向上が従業員エンゲージメントにポジティブ/ネガティブの両面に影響する旨を説明

Employee Retention > Growth
Meifert (2005) stated a clear relationship between employee retention and a company’s revenue and margin.11

11 Meifert, M. (2005): Mitarbeiterbindung: eine empirische Analyse betrieblicher Weiterbildner in deutschen Großunternehmen. München 
and Mering: Hampp Verlag.

例：従業員定着率と成長性の説明

→研究者による公表論文を参照する形で、関係性が明らかにある旨を説明
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【財務指標と非財務指標の接合】 SAP（2/2）
 直近のレポートでは示されていないが、2018年のアニュアルレポートでは、KPIの一つである

Business Health Culture Indexについて、非財務指標と財務指標の相関性を示している

①健康をサポートする取組
の実施（例：健康に関す
るキャンペーン実施）

②従業員の健康・ストレス
耐性改善によるエンゲージ
メントスコア向上

③生産性・顧客ロイヤリ
ティ・従業員定着率の改
善

④収益・利益の改善



1.第2回研究会以降の動向
2.第2回研究会の議論を受けて
3.人的資本開示に関する課題検討
①議論の背景と論点の構造について
②人的資本開示における最近の動向
③人的資本の開示事例

4.本日ご議論いただきたい事項
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本日ご議論頂きたい事項について①

１．人的資本（非財務情報）の開示全体について
 人的資本開示に係る「価値向上」と「リスクマネジメント」の両側面を踏まえ、開示基

準や指針において、どのような粒度で開示項目を定めることが望ましいか。また、制度
化する場合にはどのような粒度で開示を求めることが望ましいか。

 また、企業に応じた、開示のレベル感のあるべき姿をどのように捉えるべきか。
（例：従業員関連情報であっても、男女比・人種比・年齢別・勤続年数別等、多
くの切り口が存在するが、これらを開示項目とする場合、全ての企業に対して全ての
開示を求めることが妥当か、等）

 また、財務情報や企業戦略全体との接合性を説明するにあたって、どのような切り口
から説明する事が、作成者と投資家の説得力ある対話の観点から重要か。
（例：データで示す/ストーリー・ナラティブで示す、自社の実績値から分析する/研
究者の学術論文等外部の分析を引用する、等）

 その際、比較可能性と独自性、一貫性をどのように高め、どのようにバランスを取るべ
きか。

 その他、国際的な動向を踏まえ、ポイントになると思われる論点は何か。
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本日ご議論頂きたい事項について②

２．個別の開示項目分野について
 我が国企業の人的投資の質・量を向上し、企業価値向上とのシナジーを高めていく上で、

下記の個別の開示項目分野について、企業サイド/投資家サイドそれぞれから見て望ま
しい開示のあり方とはどのようなものか。
• 育成（スキル投資、教育訓練投資、資格等）
• 流動性（採用、定着率、エンゲージメント等）
• ダイバーシティ（多様性、非差別、育児休暇・休業等）
• 健康（身体的健康、精神的健康、等）
• 労働安全、人的資本にかかるサプライチェーンリスク等
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（参考）「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会」 概要
 企業の競争力の源泉が人材となっている中、持続的な企業価値の向上と「人的資本（Human 

Capital）」について議論。

2020年９月 研究会報告書「人材版伊藤レポート」を公表
2021年３月 オンラインセミナー「持続的企業価値を創造する人的資本経営」を開催
2021年４月 人材確保等促進税制の創設
2021年６月 改訂コーポレートガバナンス・コードの公表

 第四次産業革命などによる産業構造の急激な変化、少子高齢化や人生100年時代の到来、
個人のキャリア観の変化など、企業を取り巻く環境は大きな変化を迎えている。

 こうした中、企業が事業環境の変化に対応しながら、持続的に企業価値を高めていくためには、事
業ポートフォリオの変化を見据えた人材ポートフォリオの構築やイノベーションや付加価値を生み出
す人材の確保・育成、組織の構築など、経営戦略と適合的な人材戦略が重要。

 同時に、機関投資家等との関係において、企業価値向上に向けた人的資本の非財務情報の活
用も重要。

 以上を踏まえ、経営環境の変化に応じた人材戦略の構築を促し、中長期的に企業価値を向上
させる観点から、人材戦略について経営陣、取締役会、投資家がそれぞれ果たすべき役割、投資
家との対話の在り方、関係者の行動変容を促す方策等を検討するため、研究会を開催。

研
究
会
の
狙
い
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人材版伊藤レポートのポイント①：変革の方向性
 足下の新型コロナウイルス感染症も含め、企業・個人を取り巻く環境が大きな変化に直面している

ことを踏まえ、今後のアクションの羅針盤となる変革の方向性を提示。



（参考）求められる雇用コミュニティの変化（イメージ）

同質性/モノカルチャー
囲い込み型

メンバーが替わらないクローズドなコミュニティ
• 事業環境の予見性が高く、安定性が重要
• 新卒一括採用が基軸。 内部公平性重視
• 企業主導のキャリア形成

多様性/「知・経験」のダイバーシティ
選び、選ばれる関係

メンバーの出入りがあるオープンなコミュニティ
• 変革の時代。変化への対応、イノベーションが重要
• 新卒、中途/再入社、リスキル・再配置。外部競争力重視
• 個人の自律的なキャリア形成

従来の日本型雇用コミュニティ これから求められる雇用コミュニティ
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 人材戦略の変革にあたっては、経営陣によるイニシアティブ、取締役会によるガバナンス、企業と投
資家との対話の強化が重要。

①人材戦略に関する取締役会の
役割明確化

②人材戦略に関する監督・モニタリング
1）CxOサクセッション、経営戦略に不可欠な

人材パイプラインの監督・モニタリング
2）人材戦略の承認、適切な実行の監督・

モニタリング
3）人材戦略の実行プロセスで醸成される

企業文化の監督・モニタリング

取締役会 ①企業理念、企業の存在意義（パーパス）や
経営戦略の明確化

②経営戦略と連動した人材戦略の策定・実行
1）経営戦略上重要な人材アジェンダの特定、アジェンダごと

の定量的なKPIの設定（経営戦略・人材戦略の連動）
2）As is-To beギャップの定量把握（ギャップの定量把握）
3）ギャップを埋め、企業価値向上につながる人材戦略の

策定・実行、 実行プロセスを通じた企業文化への定着

③CHROの設置・選任、経営トップ5C（※）

の密接な連携（※）CEO,CSO,CHRO,CFO,CDO

④従業員・投資家への積極的な発信・対話

経営陣

①中長期的視点からの建設的対話

②企業価値向上につながる人材戦
略の「見える化」を踏まえた対話、
投資先の選定
1）企業理念、存在意義（パーパス）の社員へ

の浸透
2）人材戦略と経営戦略や新たなビジネスモデ

ルとの整合性
3）人材戦略を通じた企業価値の創造

投資家

経営陣/取締役会/投資家の行動変容の後押し

政府

ポイント②：経営陣、取締役会、投資家が果たすべき役割とアクション



 経営陣が主導して策定・実行する人材戦略について、3つの視点（Perspectives）、5つの共
通要素（Common Factors）を、3P・5Fモデルとして整理。
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ポイント③：人材戦略に求められる3つの視点と5つの共通要素
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（参考）人的資本経営の実現に向けた検討会 概要

＜人的資本経営の実践に向けた仕掛け＞

● 人的資本経営に関する調査について
… 調査設計や、結果の活用のあり方

※調査自体は経産省が関係機関・省庁と連携して実施予定

＜日本企業が抱える課題の深掘りと今後の取組の方向性＞
①人的資本情報の把握と開示
②経営戦略と人材戦略との紐付け

（経営戦略に応じた人材の適所適材、適時適量の実現）
③人材のリスキル（経営陣／社員）
④ダイバーシティ＆インクルージョンの実践
⑤経営陣（C×O）多様性確保と経営人材育成

＜人的資本経営の発信のあり方＞

●人的資本経営に関する対話のあり方
… 従業員、投資家等に対する情報発信

検討会の論点（予定）検討会の狙い

 昨年９月に公表した人材版伊藤レポートでは、
経営戦略と人材戦略の連動の重要性と、人材
戦略の策定・実施において経営陣、取締役、投
資家がそれぞれ果たすべき役割を明確化。

 人的資本経営の社会実装に向けて、社会全体
の機運醸成（関係するステイクホルダーの動機
付け、対話の活性化）及び、個々の企業が具
体的な取組に移していけるような仕掛けが必要。

 特に、国内の改訂コーポレートガバナンス・コード
（人的資本や多様性等）を踏まえた具体的な
アクションや、国際的にも人的資本に関する開示
発信を求める要請が高まってるところ。

 このような人的資本に関する国内外の状況をふ
まえ、人的資本経営の実現に向けた主要課題に
ついて、今後の具体的な対応の方向性や、各ス
テイクホルダーが実施すべき具体的な取組を議論
する。

 今年度は、人材版伊藤レポートの内容も踏まえ、人的資本経営の社会実装に向けた取組の加
速化を図る。

 そのため、先進企業の代表者、持続可能性を重視する投資家、学識者や有識者にお集まりいた
だき、取組の方向性やその具体的な中身についてご議論をいただく。
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